
１．多様な居住ニーズに対応する住宅・宅地ストックの確保。
２．秩序ある市街地形成と適正な土地利用を誘導し、安全安心で住み良い住宅地の形成を図る。

都市計画法等の関連法令及び河内長野市開発事業の手続等に関する条例に基づく各種事務手続・処理につ
いて適宜運用を見直す等、同条例等の適正な事務処理をめざす。

今後の
方向性

良好な住環境を形成する市街地整備
安全安心都市

施
策
の
大
綱

都市づくり部都市創生課

事業： 開発指導事業 0290

10

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

02第4章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

都市計画法等の関連法令及び河内長野市開発事業の手続等に関する条
例に基づき各種事務手続・処理を行った結果、条例に基づくあっせん・調
停に至る案件はなかったため。

A

都市計画法等の関連法令及び開発条例に基づき適正に事務処理を行っ
た結果、条例に基づくあっせん・調停にいたる案件はなかったため。

A
A

A

目

標

都市計画法等の各種法令の申請などに伴う事務の適正な処理を行う。
河内長野市開発事業の手続等に関する条例に基づく事務の適正な処理を行う。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

13,982

27

1.80

0.00

10

17

0

0

一人あたり

世帯あたり 296

128

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

123

118

5

0

0

14,719

1.90

0.00

311

133

-96

-108

12

0

0

-737

-0.10

0.00

-15

-5

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

A

A
A

A

人件費

公債費

内
訳

13,955

0

事業費（決算額） 27

14,596

0

123

-641

0

-96 (千円)

 (千円)

 (千円)

決算書掲載頁　203


